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米ISM景況感指数 製造業・非製造業ともに前月から低下
オミクロン株の感染拡大で再び人材不足が深刻に
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図表1：製造業・非製造業指数ともに低下

ISM景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）が製造業・非製造業の購買担当者へのアンケート調査結果をもとに、毎
月公表している米国企業の景況感を示す指標のひとつ。製造業が毎月第1営業日、非製造業が毎月
第3営業日に公表される。50が景気の拡大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を
下回ると景気後退を示す。

図表２：サービス業の雇用指数が2ヵ月連続で低下
サービス業の雇用環境に陰りがみられる
景況感指数を構成する指数のうち、非製造業の
『雇用指数』の低下が続いています。1月は52.3
と、2ヵ月連続の低下となりました。
オミクロン株は他の変異株に比べて重症化率が低
いことから、米政府が再度の行動制限の強化に消
極的であるため、経済活動への影響は限定的との
見方もあるようです。しかし、感染による従業員
の欠勤や自主隔離等で、対面型サービスを中心に
人手不足が深刻となっており、宿泊施設や小売の
休業や、公共交通機関などのサービスにも混乱が
みられているようです。
全米の新規感染者数は減少しているものの、今後、
新たな変異株の出現などで感染の終息まで長期化
することとなれば、人材不足やそれにともなう供
給制約により、景況感指数はさらに低下する可能
性もありそうです。

製造業、非製造業の景況感は前月より低下
全米供給管理協会(ISM)が2月1日に発表した、
2022年1月の製造業景況感指数は、57.6と12月
の58.8から低下し、2020年11月以来の低水準と
なりました。なお、3日発表の1月の非製造業景況
感指数も59.9と12月の62.3から低下し、11ヵ月
ぶりの低水準となりました(図表1) 。
オミクロン株による新型コロナウイルスの感染が
全米に拡大し、サービス業を中心とした深刻な人
手不足やそれにともなうサプライチェーンの混乱
により、製造業・非製造業ともに活動縮小につな
がったとみられます。
業種別では、製造業は18業種中、衣料品や家具
などの14業種で、非製造業は18業種中、ヘルスケ
アなどの15業種から活動拡大が報告されました。

出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※ISM製造業・非製造業景況感指数の構成指数（雇用）の推移

※ISM製造業・非製造業景況感指数の推移
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